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意見シート

指定申請団体名 ：一般財団法人社会変革推進機構

記入年月日，平成30年12月6日

担入者の氏名

〇委員確認欄（総合的な意見）

意見 評語

（委員記載）実現可能性を体系的に考えており、役員の能力、経験、指 IA 
定の基準を十分満たしている

※評語欄に記入する記号の考え方

A: 「指定の基準」を十分に満たしていると認められる。

B: 「指定の基準」を満たしていると認められる。

C: 「指定の基準」を満たしているとは認められない。

※区分Aの「十分に満たしている」とは、例えば、具体性、実現可能性、役員の資質

等の点で特に優れていると認められること。

0事務局確認欄

着眼点

I意欲

当
ジ烹

準
号
基
番

公募要領記戯の「確認項目」
認

果

確

結
備考

0委員確認襴（着眼点別）

意見 評語

（委員記載）十分有していると見受けれらる

役員（代表理事）の

社会課題に対する
問題意識、使命感、
賓任感等について
確認する。

「3 指
定の
基準 IP3
につい

て」

面接においては、指定を受けようとする団体（以
下「指定申請団体」という。）が指定活用団体の
使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ, -
と等も確認。

 

A
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〇事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 基準 該当 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号ページ 結果

D業務実施体制・能力の適確性
（委員記載）基準を満たしている B 

休眠預金等交付金に係る資金の活用の目標や基本原則等について以

①金業等務実施計画が、基本方針を踏まえ、休眠預
下に記載あり。
P49~P79業務実施計画書「2組織全体の使命」、「3業務実施にあ

第2 P4 交付金に係る資金の活用の目標や基本原 たっての基本的な考え方Ji)業務実施計画 則等に適合していること。
が、基本方針を踏ま

P117~P122業務実施計画書エグゼクティブサマリー【理念】、（理念実

え、基本原則（国民
現に向けて当機構が果たすべき役割】

への還能元、共助、持
続可性、透明性・ 組織運営体制等について以下に記載あり。
説明黄任、公正性、 ②業務実施計画において、民間公益活動促進 P99~P100業務実施計画害「5①組織運営計画：体制」「5②組織運営
多様性、革新性、成 第2 P4 業務を適確に実施できる組織運営体制等が整
果最大化、民間主 備できる見通しが示されていること。 計画：体業制務(実5年施計計画画）書」

海）等に適合してい
P122 エグゼクティブサマリー（組織と人員体制］

るか。

③業務実施計画が、民間公益活動促進業務ごと 民間公益活動促進業務ごとの実施について以下に記載あり。
第2 P4 に適確に実施できるものであると認められるこ P80~P97業務実施計画書「4業務の実施計画」

と．

P99~P100 業務実施計画害「5①組織運営計画：体制」「5~Jl織運営 （委員記載）基準を満たしている B 

計画：体制(5年計画）」
P122業務実施計画書エグゼクティブサマリー［組織と人員体制】

②助成に係る業務を行う部署とは別に、社会の

第2 P4 
諸課題ごとに現地詞査を含む継続的な進捗管理 上記のうち、P99業務実施計画き「5①組織運営計画：体制」におい
や助言・協カ・支援及び成果評価の点検・検証 て、
等の機能を適切に発揮できる体制とすること。 助成に係る業務を行う部署等について以下の記載あり。

・資金分配団体の選定、資金の助成等：事業本部事業推進チーム
・進捗管理と成果評価の点検・検証、評価実施支援等：事業本部経営支
援チーム

P136別紙様式3(1.評謙員名簿）※掲載順
「評頴員の構成の多様性」として各評譲員について以下のとおり記載あ
り。
・磯崎功典（経済界）
・大田弘子（学識経験者）

④評諜員会は、経済界、金融界や労働界、学活謡動 ・柴田弘之（金融界）

第2 P4 
経験者、マスコミ、ソーシャルセクター（公益 ・杉田亮毅（メディア関係）
に係る分野）等の幅広い分野から人材登用を図 • 高木剛（労働界）

ii)絹織運営体制が り、構成の多様化を図ることが望ましい。 ・高橋陽子（ソーシャルセクター）

整っているか。 •田中明彦（学識経験者）
・樽見弘健紀（学識経験者）
・丹呉泰 （経済界）
• 女俣 ・ 作家）
・ニ橋正弘（行政経験者）

P137別紙様式3(2.理事名薄）※掲載順
⑤理事会は迅速な意思決定を図る観点から、理 •青柳光昌（常勤理事）
事の総数は必要骰小限にとどめることが望まし ・金田修（非常勤理事）

第2 PS い。 （非常勤理事）
（参考；一般財団法人を設置する場合、理宰の人 •高石良伸（常勤理事）
数の下限は3人） •永田俊一（非常勤理事）

•坂東直理子（常勤理事（代表理事） ）

参考 P124~P135準備行為実施計画
2 
準の備とな行っ為て実い施る計か画◇の内容が適確に実施できるも

準備行為実施計画に「優先的に解決すぺき社会の諸課題の決定」につ

第2 （スケ いての記載なし。ただし、民間公益活動促進莱務規程（案）第3条（「倭
ン`疇ユ 先的に解決すぺき社会の諸課題」の決定）で、当該課題の解決に向け

ール） た全体的な方針について事業計画において明示することとしている。
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼 点別）

着眼点 1基番号準 ベ該ー当ジI 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語
結果

＂業務実施体制•能力の適確性の続き

P101~P116業務実施計画書「5②組織運営計画：業務運営コスト」
P123業務実施計画吝エグゼクティブサマリー【予算】

（委員記載）基準を満たしている B 

P126~P135準備行為実施計画「準備行為実施に係る見込み額」
P518平成30年度財産目録（平成30年9月20日現在）

財務状態等について以下の記載あり。
（財産目録）

貸借対照表、収支予算吝等による財務状態を踏
資産合計300万円／負債合計0円／正味財産300万円

第3 P5 
まえ、今後の財務の見通しが適切であることn

（支出）
支出合計：
46億1400万円(2019年度）、 106億1770万円(2020年度）、211億6200万
円(2021年度〉、263億1300万円(2022年度）、"313億4580万円(2023年
度）（税込み）
うち助成金：
40億円〈2019年度）、100億円(2020年度）、200億円(2021年度）、250億
円(2022年度）、300億円(2023年度）
準備行為実施計画期間の費用：1憶2014万5480円（税込み）

法人の財産の管理、運用について理事、監事が関与する体制について
以下に記載あり．
P4 定款第6条（財産の管理及び運用）

第3 P6 
法人の財産の管理、運用について理事、監事が P474~P476理事の職務権限規程
適切に関与する体制を整備すること。 P50l~P505監車監査規程

P506~P513経理規程
P99~P100事業実施計画菩「5①組織運営計画：体制」、「5②組織運
営計画：体制(5年計画）」

iii)経理的基礎が
整っているか。

経理を適正に行うための十分な人員及び体制を
経理を行うための人員及び体制について以下に記載あり。

第3 P6 
確保する見込みがあること。

P99~P100事業実施計画害「5①組織運営計画：体制」、「5(i)組織運
営計画：体制(5年計画）J

第3 P6 他できのる団株体式の等意を思保決有定しにて実い質な的いに関与することが
こと。

0 

第3 P6 必要な会計帳簿を備え付けること。

゜
第3 P6 の民間業務公益に関活す動る促経進理業と務をに区関分すしるて経整理理とすそるのこ他と。

゜
第3 P6 会計監査人を設置する旨を定款で定めること。

゜
PとP会l7l定It39め藍定ら別査款は人第て榛"い大式条る光,．鵞i監,4査.項会法に計人お監いて.r~の法人に会計監査人9名を置く。」

査人名簿）

第3 P6 ぃに見法つrをには付規い資ずて定はこ金すと公収るを収認支諸支会ペ規計予ー程算ス士等の書又にも及は定の監びめと収査・Lる法支、こ収決人と。支算の書決監算に査書つ意

゜
第3 監士事であのるうちこと少。なくとも1名が公認会計士又は税理 P•・ 佐須13膜永8 有明別紀美紙（（様非非式常常3勤勤・(3））（（.：弁公監艮;事忍会士名）計簿士）＼ ※掲載順P6 

゜ 明 ・税理士）
" J , n 



0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該当 公募要領記戯の「確認項目」

確認
備考 意見 評語

番号ページ 結果

JI業務実施体制・能力の適確性の続き
（委員記載）＋分基準を満たしている A 

①民間公益活動やソーシャル・イノペーションに 専門的能力等について以下に記載あり。

関する十分な知識を有するほか、助成を行った P142~P400別紙様式4(履歴害）

第3 P6 実績を有するなど、民間公益活t・技動術促を進有業す務、を適
確に実施するために足る知識 る役 外部の専門家等について以下に記載あり。

職員を置くとともに、必要に応じ外部の専門家等 P55業務実施計画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方」
を活用すること。 P523~P525アドバイザリーポードについて

②特に、資金分配団体になり得る団体に関する
専門的能力等について以下に記載あり。

基iv)礎技が術整的っ（て専い門る的） 十分な知見やネットワーク等H部をの有団す体るやこと専、非資
P142~P400別紙様式4(履歴害）

第3 P6 金的支援を必要に応じて外 門家と 外部の専門家等について以下に記載あり。
か。 も連携しつつ伴走型で提供できる能力を有する P55業務実施計画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方」

こと、!CT等を積極的に活用すること。 P523~P525アドバ、イザリーボードについて

専門的能力等について以下に記載あり。

③び科また、案件組成・案件発掘能力を有すること及
P142~P400別紙様式4{履歴書）

第3 P6 学技術分野の動向に知見を有することが認
外部の専門i実家施等計について以下に記載あり。められることが望ましい。 P55業務 画書「3業務実施にあたっての基本的な考え方」
P523~P525アドバイザリーポードについて

（委員記載）＋分基準を満たしている A 

v)役員（代表理車）「3.指
面接「指に定お申いては、指定を受けようとする団体（以

は適確な資に運営する 定の
十分 質（マネジ 基準 P3 

下 請団体」という。 ）が指定活用団体の

メントの能力等）を につい
使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ

持っているのか。 て」
と等も確認。
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0事務局確認欄 0委員確認欄（著眼点別 ）

着眼点 1基準該当 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号ベージ 結果

皿中立性・公正性

【組織運営体制に関する事項】
( .;:r.~.:,;.-,,''- 仕 :~中~_. I - • '~ A 

P99~Pl00業務実施計画書「5①粗織運営計画：体制」「5(2)組織運営
計画：体制(5年計画）」

①民間公益活動促進業務の適正な実施のため
P122業務実施計画書エグゼクティブサマリ一【組織と人員体制】

第2
に、コンブライアンス施策の検討等を行う組織

P526~P527コンブライアンス委員会就任予定者
P4 
（外部の有織者等も参加するもの。）及びその下

上記のうち、P99業務実施計画書「5(i)絹織運営計画：体制」におい

に実施等を担う部署を設置すること。
て、
「コンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う
部署」として、「コンブライアンス委員会」、「コンプライアンス室」の記載あ
り。

P99~P100業務実施計画書「5①組織運営計画：体制」「5②組織運営
計画：体制〈5年計画）」

③金資が金分配団体において休眠預金等に係る資 P122業務実施計画書エグゼクティブサマリ一【組織と人員体制】

第2 P4 
公正に活用され、事業が適正に遂行される 上記のうち、P99業務実施計画書「50)組織運営計画：体制」におい
よう監督するために必要な専門部署を設置する て、
こと。 資金分配団体に対する監督等を実施する部署として「監査部」の記載あ

り。

【諸規程等に関する事項］

i)公正性を確保す 第2 PS 暉＂等に籍を鑽織織知え，，，員る運会輻こ営及と躙をび。規公珊程正事、に会憤行の報う運公た営開め規r1こ則必や・妻倫な、理一鰭規般規的程
゜るために組織運営体

制・諸規程が整備さ
れているか。不正行

貯動員又捉決議議進はに理業員つ事会務い又を規て除1程江「のヽ輝別た案の上会に利で定の行害め決う隣る罐こ係こにととをを当。有民たす間っるて公評は益蟻、造当
P456 民間公益活動促進業務にに本関つ法すい人るての規特評程別議（の案員利）会害又関は係理を事有会すにるお評け議

為や利益相反防止
等の組織運営上の 第2

第45 反防止措置）3. 

工夫がなされている
P5 

゜
る決艤条に（利あ益た相っては、当該決譲 特 の

か。 員又は理事を除いたうえで行わなければならない。

第2 P5 

゜
pネ第なう4嬌利。45けジ）れメに条益シ民対ば（相ト利し間なは反益てら公、に相、なコ益定よいン反活期るブ防動懸的ラ止促念イに措道ア及利置集ンび益1ス務弊2相：.に反本に闘をに法おす回該人いる避当はて規すす実、9る●る役施(た事:さめ項}れ員のにる（役遍関．員切し及な自び己『員告をさい

利益祖反せマ

P473別紙様式7(役員及び評論員の年間報酬等見込額並びに職員の給与の
年間支給見込額について）
役員及び（非評常論勤員）に対する報醸箪について以下の記裁あり。
評語員 ： 1,320千円（評謙員会出席の都度30千円x11名x最大4回）

④び評民議間公益活動促進業務に係る理事、監車及
代表理写（常勤）：0円（報酬辞退のため）

員に対する報酬等については、民間車業 理苺A(常動常） 26,400千円

第2 者の役員の報酬等及び従業員事の情給を与考、指怠定し活
理寧B(非 勤）：1.440干円（理挙会出席の都度30干円x12回X3名

P5 
用団体の経理の状況その他の て

評語員会出席の都度30千円X4回X3名）
監苺A(非常勤）：960千円（理事会出席の都度30千円X12回X2名

不当な水準とならないような支給の基準を諸規 評諾員会出席の都度30千円X4回X2名）
程等に定めること。 職員（管理職）一人当たり給与：り9,給14与0干：7円,0（人数：5人）

職員．（管理職以外）の一人当た 00千円〈人数；19人）

P466~P468役員及び評議員の報酬等に関する規程

（次ページに続
P469~P472賃金規程

~,, 
5/ 



0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 :: ベ該ー当ジ 公募要領記載の「確認項目」
確認

結果
備考 意見 評語

（前ページにご記入ください）

（前ページから
前

の続き）
⑤関る員こ係民、理と間者を事公に諸対益規監し活程寧、動等、特促職に別進員定の業そめ利の務る益他をこを行との与。う指えに定な当活いた用もりの団、評で体あ識の

ペ

第2 P5 

゜
I 

ジ

に

記

P第4場け4る7合4第7条審は1民（議項、資利間又の金害は公審分関益決査配係活議並団者動にび体はつ促にのい当進第決て該業3定、項案務1選の件に定アに関申ド関すパ請与るイ団規しザ体て程リとは（ーの案なポ間Iらーになド利い及。害び関理係事者会がにいおる

ぐ
だ

さ
Lヽ

第2 P5 R規不程正等を行備為えやる利こ益と相a 反防止のために必要な諸

゜

P479~P481 コンブライアンス規程

第2 P5 ⑦た者庁るもガ内向）」のバ部をけと踏ナ通ガすンイま報るスドえ制たラ・、度コめイ内ンのン、部ブ「整（公通平ラ備益報成イ・ア通制運28ン報度用年ス者をに12体整保関月制傭護す9をす日法る実消る民を効こ費踏間性と者ま事。あえ業

゜
P482~P486 内部通報者保護に関する規程

第2 P5 
Rをえとの℃行る個民行う間人者為公又にを益は対行活団しわ動体、な促寄のい附進利こそ菜益との務のを他諸をみ行の規のう特程増に別等大当のをにた定図利りる益め、活る特を動こ与定

゜
P第行益1(741S3っを)役条公て図職は私コ（る役員ンなを行職はプ混ら為員ラ、な同自イのいしアら義。、のン職務ス朦務）規務や程をそ遂の行地す位るをに利当用たしり不、以下に掲げる行為を

正に自己又は他人に利

第2 P5 ⑨法認9を条定残人定17款若等余号に財しににく定産関は規めすを公定る類る益すこ法似社とる律の。団法事（平法人業成人又を1B及は目年び国的法公にと益律帰す第財属る49他団させ号の法る）公人第旨益の

゜
P第員（残2244会余条の定財決款産こ譲ののを法帰経人属てが）、清公算益社をす団る法場人合及にびお公い益て財有団す法る人残の余認財定産等はに、評関す譲

する法る律もの第と5条す第る口17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与



0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点
基準 該当 公募要領記載の「確認項目」

確認
備考 意見 評語

番号ページ 結果

m中立性・公正性の続き

①事てはも3各の観同理総様等事数内とにのしのつ3ま親分いす康のて）．等1、を当で超該あえ理るな理事いらこびのとそ合償監の計事配数に偶がつ者、い理又

（委員記載）基準を満たしている B 

第4 P6 0 
P445別紙様式6'{役員又は職員の構成についての確認書）が提出され
ている。

jj・)役員又は職員の
構成が、公正性の観 ②他の同一の団体の理事又1祖霞員である者そ
点から適切か。利益 第4 P6 の他これに準ずる相互総に数密の接3分なの関係にある理事

゜
P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出され

相反防止の工夫が の合計数事がにつ、＿理い事てのも 1を超えない ている。
,. 

なされているか。 こと（監 同様とします）．
P263~P400別紙様式4(履歴書（職員））

第4 P6 ③職員が特定の団体の出身者に偏らないこと。 P445別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認害）が提出され
ている。

③民間公益活動促進業務以外の業務を実施す P519別紙様式8(民間公益活動促進業務以外の業務に関する説明
（委員記載）支障を及ぽすことはないであろう B 

第5 P7 るこ障とをに及よぽりす、民お間そ公益活動促進業務の実施に 書）
支 れがないものであること。 民間公益活動促進業務以外の業務を行う予定はないとしている．

進iii)業民務間以公外益の活業動務促

第5 P7 ①員こと民、・。組間織＇公及益び活予動算促等進が業実務質と的そにの区他分のさ業れ務てのい職をを行っている場合に

゜は、に：そなよの実っ業施て務に業を支務行障のうをーと
②とな民っ間て公い益る活こ動と,•促進業務が法人の主たる業務公~正 実 障 第5 P7 

゜及ぼさないか。

④務社又会は的公信の用を努序を維若行持しわくすはなる善い上良こでとのふ．風さわ俗しくない菓第5 P7 秩 を害するお o・ 
それのある業務を行わ

（委員記載）非常に強い意識を有している A 

面接においては、指定を受けようとする団体

「3.指 （以下「指定申請団漁い体実」と行いう。）が指定活用団体
iv)役員（代表理事）

定の
の使命に対する強 ・実現意志を有してい

は中立性・公正性に
基準 P3 る―と間等公も益確活認動。

対する強い意識があ 民し— 促進業務の適確かつ公正な実
るか。

につい
施に支障を及ぽすおそれがなく、特定の目的を

て」
有して活動している既存の団体では困難な、中
立的な立場を守る必要がある。

Wその他
（委員記載）特になし

業務実施計画・準備行為実施計画の内容等に関する加点・減点ポイントなど。上記
I~皿に関する点を除く。

I 

1ワ/1 
"』
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0事務局確認欄 I 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 公募要領記載の「確竪項目」

こ
.. ~ 意見 ~ 

民問公益活動 1第1

の促進に資する
ことを目的とす
る一般財団法人
であること

" 
①定款で定める指定申請団体の目的が、法第
20条第1項で定める指定活用団体の目的（民間
公益活動の促進に資すること）に適合しているこ
と。

0 ,_ 

第1 P4 
I②「一般社団法人及び一般財団法人に関する法
律（平成18年法律第48号）」に規定される一般財
団法人であること。

0 ,_ 

欠格事由 第6 IP7 

指定申請団体が、下記①～③のいずれにも該当
しないこと。
①法第17条第3項各号に掲げる団体
②法第33条第1項の規定により指定を取り消さ
れ、その取消しの日から3年t紐過しない団体
③役員のうちに次のいずれかに該当する者がい
る団体
イ禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり、又は執行を受けることがなくなった日から3
年を経過しない者
口法の規定により罰金の刑に処せられ、その刑
の執行を終わり、又は執行を受けることがなく
なった日から3年を経過しない者

0 ,_ 

指定活用団体指定申請書（別紙様式1参照） 1（有0） 

i①指定申請団体の基本情報（別紙様式2参照） 1（有0） 

②定款 1（有0） 

③登記事項証明書 1（0 有）

④指定の申請に関する意思の決定を証する書類 1（0 有）

I@設立趣意書及び設立者の一覧（様式自由） 1（0 有）

l⑥業務実施計画（様式自由） 品
イ組織全体の使命・目標

゜
ロ業務実施に当たっての基本的考え方等 10 

ハと画の基目本標方、業針務にの示実され施た内指容定、実活施用体団制体、の実業施務計ご[ O 



着眼点

〇事務局確認欄

基準 1該当
番号ページ 公募要領記載の「確認項目j

⑦準備行為実施計画（様式自由）

優先的に解決すべき社会の諸課題の決定のプ
ロセスの明確化

認
果
一
。
初
＿

確

結

（

備考

P124~P135準備行為実施計画において、擾先的に解決すぺき社会
の諸課題の決定についての記載なし。
ただし、民間公益活動促進業務規程（案）第3条（［優先的に解決すぺき

X I社会の諸課題」の決定）で、当該課題の解決に向けた全体的な方針に
ついて事業計画において明示することとしている。
また，P54、PSS、P83業務実施計画書において，関連事項の記載あ
り。

必要言類の有
無及び書類上の
記載の有無の
確認

＇資金分配団体の公募に向けた各種書類の作成
のプロセスの明確化（資金提供契約詈等）

評価指針・マニュアルの作成のプロセスの明確

化

シンポルマークの作成準備、決定のプロセスの
明確化

各種規程等の整備のプロセスの明確化

資金分配団体に対する公募”助成等に係る,er
システムの企回のプロセスの明確化

I@評諜員、役員、職員及び会計監査人（就任予定者を
含む。）の氏名、住所、履歴及び専門的能力等に関す
る事項を記載した書類（別紙様式3及び4参照）

'⑨評議員、役員、職員及び会計監査人への就任予定
者の就任承諾書（別紙様式5参照）

⑩役職員｛就任予定者を含む，）について、上記'3,指
定の基準について」の「築4 役員又は職員の構成が、
民間公益活動促進業務の公正な実施に支障を及ぽす
おそれがないものであること」を確認した書類｛別紙様
式6参照）

⑪民間公益活動促進業務規程の案（様式自由）

P124~P135準備行為実施計画において、資金分配団体の公募に向
' Iけた各種書類の作成（資金提供契約書等）についての記載なし。
ただし、P94業務実施計画書において、関運事項の記載あり。

P124~P135準備行為実施計画において、評価指針・マニュアルの作
' I成のプロセスの明確化についての記載なし。
ただし、P92業務実施計画書において、関連事項の記載あり，

゜
゜
゜ヽ

~

0
有（
 

‘,’ 
0
有（
 

）
 

0
有（
 

、！
0
有（
 

基本方針に示された指定活用団体の業務ごとの
実施の方法に関する事項

法第2'条第2項纂1号において．民間公益活動促進業務規程に定める
こととされているもののうちf資金分配団体及び民間公益活動を行う団
体の選定の基準」に関し、以下に記載ありb

゜
民間公益活動促進業務の適正を確保するため
の体制の整備に関する事項（ガパナンス喰コン
プライアンス体制に関する事項等）

休眠預金等に係る資金の活用対象の範囲

業務委託の基準

契約に関する基本的事項

収支決算書に係る外部監査の実施に関する事

項

゜

民間公益活動促進業務に関する規程（案）のうちP44J~P449
第5条（選定基準）
※ただし、選定の基準の詳細は、理事会決定事項に委任されている。

X゚I P446~P447民間公益活動促進棠務に関する規程（案）に、業務委託
の基準の記載なし。

XI P446~P447民間公益活動促進業務に関する規程（案）に、契約に関
する基本的事項の記載なし。

P446~P447民間公益活動促進業務に関する規程（案）に、収支決算
X I書に係る外部監査の実施に関する事項の記載なし。
ただし、PJ4定款第10条において、関連事項の記載あり。

〇委員確認欄（着眼点別）

意見 評語



0事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 昇 ペ該ー当ジ 公募要領記載の「確整項目」 ば 備考 意見 評語

゜
⑫各種規程等（様式自由） ゜（有）
評議員会の運営に関する規程 品
・理事会の運営に関する規程 ゜（有）役員及び評謹員の報酬等に関する規程 ゜｛） 
込指年参・職間額照定員を報を））の受示酬給けし等与たた見等資場込料に合顛関をに並添すおびる付けに規する職程る役員こ（員指のと及定,給び(活与別評用の紙羅団支様員体給式のの見7 

゜（有）
・理事の職務権限に関する規程 -゚~、
•倫理に関する規程 ゜•コンプライアンスに関する規程

必無記確要載諾及書びの書類有類無の上有のの ・公益通報者保護に関する規程

ぷ・情報公開に関する規程

・文書管理に関する規程

・リスク管理に関する規程

・監事の監査に関する規程

・経理に関する規程

・組織（事務局）に関する規程 , ゚, 
⑬財のその産前日設事の目立案録属時す年並に度びる事おにに業けお当る年事け財る度業産貸に年借設目度録対立に）照さおれ表けた、る損法収益人支計に予算あ算書っ書て及9は申び請、 品

⑭ぼは民、す民間お間そ公公れ益益が活活な動動い促促旨進進を業説業務明務以しの外た公の書正業類な務（実別を紙施行様にう支式場障8合参をに照及） 品

⑮含（別む指紙定。様）をが式受欠9け格参よ事照う由）とすにる該法当人しな及いびこ役と員を｛誓就約任す予る定書者類を 品
⑯覧行（別政紙機様関式か10ら参受照け）た指埠等に対する措置状況の一

゜（有）
⑰事務所のレイアウト図（様式自由） 品




